
山梨県奨励品種等種苗供給対策事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、県産農産物のブランド力の強化と安定した生産、供給を確保するため、公

益財団法人山梨県農業振興公社（以下「公社」という。）が行う山梨県農作物奨励品種等

の種苗供給対策事業に要する経費について、予算の範囲内において補助金を交付するもの

とし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。

以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。  

 

（補助金の交付対象等） 

第２条 前条に規定する事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対象経費及び補助率

は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金等交付申請書及び添付書類の様式、提出期限） 

第３条 補助金の交付を受けようとする公社は、補助金交付申請書（様式第１号）により、

別に定める日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第４条 知事は、補助金の交付申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類を審査の

上、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付決定を行い、補助金交付決定

通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 補助対象事業の実施については、前項の補助金の交付決定後に着手するものとする。た

だし、補助対象事業の円滑な実施を図る上で、交付決定前に着手する必要がある場合、公

社は知事の指導・助言を受けた上で、交付決定前着手届（様式第３号）を知事に提出しな

ければならない。 

３ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した補助対象事業に損失

を生じた場合、これらの損失は公社が負担するものとする。 

４ 公社は、前項により事前着手した後に第１項の規定による交付決定がされない場合において

も、異議は申し立てられない。 

 

（補助金の交付条件） 

第５条 補助金の交付条件は規則第６条の規定によるもののほか、次に掲げるものとする。 

 （１）補助対象事業に要する経費の配分又は補助対象事業の内容の変更（別表に定める軽

微な変更は除く。）をしようとするときは、変更承認申請書（様式第４号）を提出し

てあらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（２）補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様

式第５号）を提出し、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（３）補助対象事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助対象事業等の遂

行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければ

ならない。 

（４）補助対象事業により取得した財産等については、財産管理台帳（様式第６号）を整

備し、善良なる管理のもと、効率的な運用を図るものとする。  

 

（補助金の交付） 

第６条 補助金は、精算払いとする。ただし、知事が必要と認める場合は、概算払いにより

交付することができるものとする。 

２ 前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払請求書（様式第７号）を知

事に提出するものとする。 

 



（状況報告） 

第７条 公社は、補助金の交付の決定に係る年度の１１月３０日現在の補助対象事業の遂行

状況について、遂行状況報告書（様式第８号）を作成し、翌月の１２月１５日までに提出

するものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 公社は、補助対象事業が完了したとき、又は補助対象事業の廃止の承認を受けたと

きは、実績報告書（様式第９号）により、補助対象事業の完了の日若しくは廃止の承認を

受けた日から起算して１箇月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の翌年度の

４月１０日のいずれか早い期日までに知事に提出するものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、実績報告書の提出を受けた場合は、報告書等の審査及び必要に応じて行う

現地調査により、その報告に係る補助対象事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、補助金額の確定通知書（様式１０号）公社に通知するものとす

る。 

２ 知事は、公社に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金

が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２５日以内とする。ただし、当該補

助金の返還のための予算措置につき、やむを得ない事情により、この期限により難い場合には、

補助対象事業者の申請に基づき、補助金の額の確定の通知の日から９０日以内で知事が別に定

める日以内とすることができる。 

４ 第２項の場合において、返還期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その

未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（処分の制限） 

第１０条 公社は、当該補助対象事業により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産

（以下「取得財産等」という。）については、知事が別に定める期間（以下「財産処分制

限期間」という。）を経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

（１）１件当たりの取得価格が５０万円以上の備品 

（２）その他知事が補助金の交付の目的を達成するために特に必要があると認めたもの  

２ 前項に規定する財産処分制限期間は、補助金交付の目的及び農林畜産業関係補助金等交

付規則（昭和３１年４月３０日農林省令第１８号）を勘案し、交付決定のときに示すもの

とする。 

３ 公社は、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供しようとするときは、財産処分承認申請書（様式第１１号）を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

４ 知事は前項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金のうち取得

財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるものとす

る。 

 

（書類の保管） 

第１１条 補助金の交付を受けた公社は、この補助対象事業に係る収入及び支出を明らかに

した帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整理し補助対象事業終了の

年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。  

 



 附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

別表 

 
 

補助対象事業 補助対象経費 補助率 軽微な変更 

県奨励品種等種苗供給対策

事業 

 

 

 

 

１ 人件費 

  給与、職員手当、社会保険料 

 

２ 生産活動費 

  需用費、使用料及び賃借料、役

務費、ウイルス検定費 

 

３ 苗木生産ほ場設置・管理費 

  需用費、使用料及び賃借料 

 

 

但し、苗木の売払等の収入があ

るときは、補助対象経費の総額か

ら、収入額を控除した額を補助対

象経費とする。 

 

定額 

 

１ 補助事業対象経費の各

費目間において、いずれ

か低い額の２０％以内を

増減させる場合 

２ 補助事業の目的の達成

に支障をきたさない事業

計画の細部の変更であっ

て、交付決定を受けた補

助金の額の増額を伴わな

い場合 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  


